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援助の関係だけでなく、「相互互恵」といわれるよう
な関係の再構築が求められるようになった。また環境
公益訴訟のように、日本にはない革新的制度をアジア
諸国が導入する例も現れている。国境を越えた持続可
能な発展のあり方を探求するにあたって、日本には、
過去の公害経験の共有だけでなく、相互に学びながら、
新たな知的貢献を行っていくことが求められている。
●持続可能な開発目標
2015年9月、国連で持続可能な開発目標（SDGs）が
採択された。SDGsでは、貧困撲滅、ジェンダーなど、
さまざまな開発課題を包摂した目標が掲げられている。
SDGsは、ミレニアム開発目標（MDGs）が採択され
た2000年の国連ミレニアム開発会議、および、1992年
の「環境と開発に関する国連会議」（通称：地球サミッ
ト）の2つの流れのなかから生まれてきた。地球サミッ
トで採択された「アジェンダ21」では、環境問題のみ
ならず、貧困の撲滅、女性・先住民などの弱者集団の
保護など、SDGsと同様に広範な課題への対応策がま
とめられた。環境問題を重視することで、他の社会・
経済問題の解決がおろそかになりかねないという途上
国の懸念に対応し、包括的な内容となった。MDGsは、
途上国の貧困を主たる対象としていたが、SDGsは先
進国も含めすべての国を対象としたものとなっており、
先進国の社会経済のあり方も問われている（参考文献
⑤）。
●地球環境問題と発展途上国
1990年前後からオゾン層破壊、気候変動などの地球
環境問題に対して、国際条約を結び、国際的に協調し
て問題に対処することが進められてきた。そのなかで
は、歴史的に環境を破壊してきたのが先進国であり、
また、資金・技術の能力を持っているのも先進国であ
ることから、「共通であるが差異のある責任の原則」
をもうけ、先進国が発展途上国の環境対策を支援する
枠組みが構築されてきた。
その一方で、途上国の経済成長にともない、発展途
上国による汚染物質の排出等における地球環境問題へ
の寄与も増大してきたことから、地球環境問題をめぐ
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アジア経済研究所から出版された「環境
持続可能性」をテーマにした和文書籍
（1992～2015）（筆者撮影）
